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1.  はじめに

　日本の高齢化は，世界に類を見ないスピードで進行している．2012年現在，約
3人の現役世代で1人の高齢者（65歳以上）を支える人口構造は2060年までに大幅に
変化し，ほぼ現役世代1人で高齢者1人を支える社会が到来すると予測されている
（厚生労働省［2012］）．年金・医療・福祉を担う社会保障財源が慢性的に不足してい
る状況を鑑みると，若者が高齢者を支えるという社会モデルはすでに限界を迎えて
いると言えるだろう．
　事実，高齢社会を取り巻く社会的課題は山積している．たとえば，高齢者向けの
住宅，特に低所得者向け高齢者施設が大幅に不足している．管轄官庁に紐づく財源
や法制度上の問題によって，医療と介護の複合的なニーズへの対応も追いついてい
ない．また，夫婦のみや単身高齢者世帯の増加と地域社会の弱体化によって，老々
介護や孤独死，介護離職といった新たな社会的課題も顕在化してきた．
　日本は，この加速する超高齢化社会にどのように向き合えばよいのか．そして，
高齢者を含めた地域社会において，人々がより豊かに，より良く生きるためにはど
のような理念や制度，それらを包含する社会システムが必要なのだろうか．
　その問いを探るためのヒントとして，北欧諸国の一つ，デンマークの高齢者福祉
が参考になるだろう．デンマークは，日本や他の先進国と同じく高齢化という国家
的課題に直面しながらも，社会の効率性と公平性の追求により国家の経済成長と社
会保障の両立を実現してきた（翁ほか［2012］）．その背景には，デンマークの政策イ
ニシアティブと地域における市民参加型の社会システムがある．近年では，国民の
意識面でも世界一幸福な国として世界の注目を集めている．
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　そこで本稿では，まず，デンマークにおける社会保障と国民の意識，高齢者福祉
の中心となる「住まいとケア」の実態を紹介したうえで，デンマークにおける高齢
者福祉政策を概観する．次に，筆者が特に重要と考えるデンマークの成功要因（基
本理念，政策のイニシアティブ，ユーザー・デモクラシー）について分析し，最後に，日
本への示唆を述べる．

2. デンマークという国──社会保障と国民の意識

　デンマークは，複数の国際調査にて“世界一幸福な国”と評価されてきた★1．そ
の背景には，高い民主主義度合いや社会的平等，政府への信頼など複合的な要因が
あるが，それらのベースとなる重要な背景として，デンマークの豊かな社会保障が
ある．医療や福祉，教育は，原則無料であり，18歳以上の学生は返済義務のない
生活支援金がもらえる．たとえ障害があっても，年金や住宅，さまざまな種類の補
助器具が無償で提供されるため，親から独立して暮らすこともできる．失業時には
手厚い保障，定年後にも国民年金の支給と高齢者住宅が保障されるなど，いわゆる
「ゆりかごから墓場まで」国家が下支えする社会だ．
　ただし，バラ色の高福祉国家を支える国民の税負担は大きい．所得の半分以上が
税金として徴収されることに加え，消費税率は一律25％，国民の租税負担率は約
70％とスウェーデンを抜いて世界最高水準である（財務省［2012］）．正社員はもちろ
ん，短時間労働者や障害者であってもしっかりと課税される厳しい一面もある．し
かしながら，国民は税金を国家に「とられる」という意識はなく「預ける」ととら
えており，十分な見返りを実感しているという．
　このような高負担を前提とした手厚い社会保障に，国民は依存しないのだろう
か．『デンマークの高齢者が世界一幸せなわけ』の著者，澤渡夏代ブラント氏によ
れば，高齢者も含めたデンマーク人は「福祉サービスの恩恵に依存するのではなく，
“できる限り自分の生活は自分で”という自立の精神が高い」という．また，同氏
は「“自己決定”によって自分らしい生活を送ることが，QOL（クオリティ・オブ・
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ライフ）であり，生きる意味でもある」とデンマーク人の価値観を考察し，この“自
立”と“自己決定”こそ，彼らの幸福の源泉であると指摘している（澤渡［2009］）．実
際，デンマークでは，子供が18歳になり独立すると，夫婦だけの生活になり，配
偶者が先立つことがあっても子供と同居することはない．つまり高齢者の単身世帯
は，一般的な生活スタイルである．

3. 「Ageing in place」を実践するデンマークの「住まいとケア」

　では，デンマークの高齢者は，老後一人になっても不自由なく生活できるのだろ
うか．本節では，高齢者の「住まいとケア」について考察していこう．
　デンマークの高齢者住宅に詳しい松岡洋子氏によれば，デンマークの高齢者は，
たとえ虚弱体質になったとしても，自宅や地域社会のなかで自己の尊厳を持ち続
けながら自立して暮らすことができるという．このように「住み慣れた地域で，自
分らしく，最期まで」という考え方は，「エイジング・イン・プレイス（Ageing in 

place）」と呼ばれ，高齢者福祉の中心となる住宅政策において世界的な潮流となっ
ている（松岡［2011］）．デンマークでは，まさにこの概念が地域社会において実践さ
れ，高齢者住宅にいながら「必要なときに，必要なだけ」24時間体制でケアを受
けることができる．
　まず，「住まい」である．デンマークの高齢者住宅は，高齢者のための特別な
ものではなく，“普通の家”のように豊かである．広さは公営住宅法で定められた
110m2以下という基準のもと，自立型では60～80m2，介護型でも40m2 程度と十

図1：デンマークの高齢者住宅

出所：磯村歩［2013］講演資料より抜粋
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分な広さが確保されている★2．もちろん，車椅子での生活を考慮してバリアフリー
が義務付けられ，機能性は高い．介助者の作業スペースを考慮してトイレだけで2
坪（7m2）ほどある．しかし，それ以外の点は普通の住居と何ら変わりがない．寝室
と居間がしっかりと分別され，必ずキッチンが備わっていることから，家族や友人
などを招いた団らんにはお茶や食事を出すことが可能だ．高齢者は住み慣れた家の
家具を自由に持ち込むことができ，自分の居心地の良い空間を創ることができる
（磯村［2013］）．
　次に「ケア」である．ケアは，自宅への訪問介護・看護として，デンマークのす
べての地方自治体にて提供され，高齢者が最期の時を迎えるまでの自立した生活を
支えている．高齢者の能力に合わせて，日中，夜間，深夜と1日24時間を3交代制
でサービス提供体制が構築されており，専門のスタッフが担当の地域をぐるぐると
巡回する方式が採用されている．1人のスタッフが多くの世帯を担当するため，1
世帯あたりの滞在時間は5分から30分と非常に短いが，日々の訪問により介護ス
タッフは高齢者の微妙な心身の変化に気づくことができるという．具体的なサービ
スとしては，食事や着替えのお世話から，買い物支援，掃除洗濯などの日常生活の
支援，シャワーやトイレ介助，インシュリンの注射など多岐にわたり，高齢者が自
立して日常生活を送るために必要なケアが行われる（松岡［2011］）．
　このように，デンマークの高齢者は，自宅に住み続けながら必要なケアを受ける
ことによって，1人でも安心して「自分らしい生活」を送ることができる．
　デンマークの高齢者福祉の特徴としては，一つには，福祉と医療の垣根がない地
域包括ケアの実践がある．デンマークでは，医療はGP（General Practitioner）という
家庭医制を採用しており，看護師は，GPの指示のもとに介護スタッフと連携しな
がら福祉と医療をつなぐコーディネーター役を担っている．よって，「人」を中心
に介護と医療，見守りや生活支援などのサービスをシームレスに連携することで，
高齢者のニーズに合わせたきめ細かい対応が可能となる．二つ目の特徴は，高齢
者の自立に必要な支援に目が向けられているという点だ．デンマークでは，「手を
差し伸べる」のではなく，「背中に手を回す」介護が目指されている．したがって，
その人にとって必要なケアを判定する際，日本のように「できないこと」をカウン
トするのではなく，「できること」で評価するという．たとえば，「立てない，歩け
ない」ではなく，「補助器具を使えば立てる，車椅子を使えば移動できる」といっ
た具合だ．このような自立支援は，高齢者の能力を引きだすことで，結果的に高齢
者のQOLを向上させることができる．
　一方，日本にも，サービス付き高齢者住宅や特別養護老人ホームなど，自立型，
介護型の老人ホームがあるが，デンマークとの大きな違いとして，医療と介護が分
離しており，最期まで（死ぬまで）住み続けることが難しい実態がある．たとえば，
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認知症や身体機能の低下，疾病が発生した場合，老人ホームでは医療行為ができな
いため，病院にリロケーションしなければならない．特に虚弱化した高齢者にとっ
て，住み慣れた住居を移り住むことは大きな負担になりかねないが，介護力の不足
からやむを得ないのが現状だ．

4. デンマークにおける高齢者福祉政策

　前述したように，デンマークの「住まいとケア」を中心とした地域介護・福祉制
度は，高齢者が「自分らしく」生きるための終の棲家を提供できるという観点から，
日本と比較して高度に発展している．しかし，現在に至るまでの道のりは長く，そ
の時代に合わせて多くの政策転換を行ってきた．

4.1 デンマークの高齢化
　まず，デンマークの高齢化の状況を確認しておこう．デンマークは，先進国のな
かでもかなり早い段階で高齢化という社会的課題に直面し，高齢化の進行とともに
高齢者福祉政策の転換を行っている．
　WHO（世界保健機構）は，65歳以上の高齢者が人口の7％以上を高齢化社会，

出所：OECD，STATデータベースより筆者作成

図2：65歳以上の高齢者率の実績と推計値
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14％以上を高齢社会と定義しているが，デンマークはすでに1925年に高齢化社会
を迎え，1957年に高齢化率10％の大台を超えたことを契機に，住宅政策を中心と
した高齢者福祉を本格化していった．そして，1978年に高齢社会に突入した段階
で，膨れ上がった財政赤字を解消するために抜本的な高齢者福祉政策の見直しを
行った．参考までに，日本はデンマークに45年遅れて1970年に高齢化社会を迎
え，1994年に高齢社会に突入した．日本はデンマークの約2倍のスピードで高齢
化が進行している（OECD［2013］）．

4.2 デンマークの高齢者福祉──住宅政策
　次に，デンマークの高齢者福祉の中心となる住宅政策を概観する．しばしば「福
祉は，住居にはじまり住居に終わる」と言われるように，北欧型福祉国家では福祉
政策とは何より住宅政策そのものであった（小池・西［2007］）．デンマークにおいて
も，1960年代に高齢化社会の進行とともに，救貧院や養老院の流れを汲む大規模
な高齢者施設（プライエム）が急ピッチで建設され始めた．当時，施設は，専門的な
サービス機能を合理的に集めて，虚弱化した高齢者に効率的に提供することがで
きる最善策と見なされていたが，以下の二つの観点から施設に代わる「オルタナ
ティブ（何か別のもの）」が模索され始めた．一つは，財政面の課題である．1970年
代当時，施設の建設費と介護費用は増大し，すでに社会福祉予算全体の6割に達し
ていた．1973年のオイルショックによる財政難と加速する高齢化を背景に，施設
に依存する社会福祉のあり方を抜本的に見直す必要があった．もう一つは，高齢
者の“生活力の喪失”という課題である．施設における集団介護は，効率性を重視
するために高齢者を受け身の存在へと追いやり，自立や自己決定の機会を奪ってし
まう．その結果，高齢者は生きる活力を失うという反省である（松岡［2001］，澤渡

［2009］）．
　これらの課題を乗り越えるために，前述した「エイジング・イン・プレイス」と
いう概念が注目されていく．そして，施設からの脱却を目指し，施設でパッケージ
化された「住まいとケア」を分離して地域に開放することで，自らの「住まい」で
「24時間ケア」が受けられる体制を整備していった．その後．1988年．社会支援法
改正によりプライエム建設を全面的に禁止し．住宅政策を「施設」から「地域居住」
へと大きく方針転換した．

5. デンマークの成功要因

　デンマークは，なぜ，前述したような高度な社会福祉を実現できたのだろうか．
本節では，筆者が特に重要だと考える三つの成功要因について考察する．
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5.1 ボトムアップで創られた明確な理念
　現在，デンマークにおける高齢者福祉の現場では，高齢者は介護の対象ではな
く，一人の個人として「生きる主体」ととらえられている．その背景には，「高齢
者三原則」という高齢者の声から生まれた社会福祉の基本理念がある．
　高齢者三原則とは，「自己決定の尊重」「自己資源の活用」「継続性の維持」の三
つの原則から成り立っている．すなわち「高齢者自らが決定した暮らし方を尊重し，
高齢者の残っている自己資源（残存能力）を活用して，高齢者の生活をできるだけ変
化させずに支援する」という考え方である（松岡［2001］）．
　デンマークの特徴は，この福祉政策の基本理念が，高齢者自身によってボトム
アップで創られたことにある．デンマークでは，施設による福祉コストの増大と福
祉サービスの品質低下という社会的課題解決に向けて，1979年，国会に高齢者政
策委員会が設立され，福祉改革の議論が行われた．同時に，デンマーク全土の市
町村に100ものワーキンググループが立ち上がり，高齢者自身が自分たちの老後の
あり方について議論する場が設けられた．そこで抽出された高齢者の本質的な欲求
が，高齢者三原則のベースとなっている．
　高齢者三原則の策定によって，デンマークの高齢者福祉は「介護」の時代から「自
立支援」の時代へと大きく舵を切った．その原動力となったのが高齢者自身であり，
この理念が福祉の現場で忠実に実践されていることこそ，デンマークにおける高度
な福祉サービスの核心である．
　
5.2 政策のイニシアティブ
　デンマーク政府は，より良い福祉社会の実現に向けて，政策の強いイニシアティ
ブを発揮してきた．まず，地方分権である．現在，デンマークでは年金を除く医
療・介護・福祉などの社会保障の実施主体は地方自治体であり，その財源は住民税
として地方が徴収している．このため，国民にとっては「受益と負担の関係」が
分かりやすく，税率に応じたサービス品質の改善を要求できる点で優れている．一
方，日本は国から地方へ交付金・補助金という形で財政補填がされるため，税の使
われ方に納得感が乏しく無駄に使われているという国民の意識が強いという弊害が
ある（翁ほか［2012］）．
　まさに，デンマークの地方分権は，多様化する福祉ニーズに対応するために進展
していった．デンマークが高齢者施設を建設し始めた1960年代，経済成長が後押
しする形で女性の社会進出が進み，家族が担っていた親の介護や子育てといった社
会福祉を専門的な公共サービスとして国家が担うべき，という社会的要請が高まっ
ていった．その際，自治体は市民の多様なニーズを扱うには規模が小さく，国家に
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よる財政のコントロールもうまく機能しないという課題が顕在化していた（小池・
西［2007］）．そこで1970年，デンマークは大胆な行政改革を開始し，1,300以上あっ
た地方自治体を270まで統合しつつ，国家が担っていた福祉機能を地方自治体へと
権限移譲した．地域で予算配分の意思決定を行えることは，多様化する福祉ニーズ
に対応すると同時に，行政の不効率の解消を実現した．2007年には第二の行政改
革を行い，一層の地方分権化を進展させている．
　また，ノーマライゼーションの思想に基づく法律改正にも注目したい．デンマー
クでは，歴史的に高齢者や障害者を一般の健常者と区別しないノーマライゼーショ
ンの思想が重視されており，社会福祉政策を推進するうえで重要な役割を果たして
きた．具体的には，1974年の「生活支援法」，1988年の「高齢者・障害者住宅法」，
1997年の「公営住宅法」などが挙げられる．これらの法律は，福祉サービスの対
象者として区別されていた障害者や高齢者，年金受給者といった分類をなくし，法
制度を一元化したものだ．その成果として，法律や規定上のさまざまな不効率を解
消することが可能となった．特に，「公営住宅法」の制定によって，高齢者住宅は
一般の住宅と同じ理念，事業主体，ファイナンス，建築条件のもとに建設・管理・
運営されることになった（松岡［2011］）．このことは，高齢者住宅の資産価値を向上
させ，若い時からの高齢者住宅への住み替えを促す政策へつながるなど，高齢者福
祉の政策転換に大きく貢献したと言える．
　
5.3 ユーザー参加型の社会システム──高齢者委員会
　デンマークは，他の北欧諸国と並んで成熟した民主主義国家として知られてい
る★3．なかでもデンマークにおける民主主義の特徴は「高齢者福祉，育児，教育，
医療などの社会保障における公共サービスを享受する特定のユーザー（利用者）を，
地方自治体の政策決定および実施過程に直接参加させる」という点にある．この
ような市民参加型の民主主義の概念を「ユーザー・デモクラシー（利用者民主主義）」
という（朝野［2005］）．
　高齢者福祉の分野において，デンマークの市民参加に関する具体的な事例を見て
いこう．ここでは，デンマークの首都コペンハーゲンから西に35kmの地点にある
古都ロスキレ（Roskilde）市の「高齢者委員会」を取り上げる．
　デンマークにおける高齢者委員会は，1997年の法制化により全国98の地方自治
体のすべてに設置されている．キャステン・フェルト（Kirsten Feld）氏は，ロスキ
レ市高齢者委員会の委員長と全国の統括組織の長を兼務している．同氏によれば，
高齢者委員会の主な役割とは，高齢者の代表として高齢者の声を集約し，議会の議
論に反映させることにあるという．議会は，高齢者と関係がある条例を定める際，
必ず高齢者委員会に意見を求めることが義務付けられている．高齢者委員会は，高
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齢者と市議会の仲介役となって，高齢者の意見を集約し回答する．あくまで諮問機
関であるため決定権はないが，地域の高齢者は，高齢者委員会を通じて政策策定に
関与することができる．
　他の北欧諸国でも類似の委員会が存在するが，デンマークの最大の特徴は，60
歳以上のすべての高齢者が選挙権と被選挙権を持ち，任命制ではなく直接選挙に
よって委員を選出することにある．選挙は4年に1度行われ，投票率は50％程度と
高い（デンマークの国政選挙は常に80％以上の投票率であるが，各コミューンに設置された委

員会の投票率としては十分高いと言える）．
　ロスキレ市では，1982年に同委員会が設置されており，現在では15名の委員が
ボランティアで活動している．扱うテーマは，高齢者住宅や在宅ケアといった高齢
者福祉に関する問題だけでなく，公共交通問題や医療保険などさまざまである．月
1回のミーティングを基本に，議会から意見を求められた際にはその都度，議論を
行う．委員メンバーだけでなく一般の高齢者との日常的な対話はもちろん，お祭り
を兼ねたイベントを企画するなど，高齢者とコミュニケーションを取るためのさま
ざまな工夫が行われている．
　このように，デンマークには高齢者がサービスの受け手としてではなく，自分た
ちの要望や意見を積極的に討議し，政策の意思決定に参画するためのシステムが存
在する．デンマーク政府はあえて草の根運動を法制化することで，高齢者の意見を
政策に反映させる仕組みを全国に広げ，その影響力を強化させた．つまり，政府
は，ボトムアップの力を政策に活かす市民参加型の社会システムをデザインしてい
ると言える．

図3：ロスキレ市の高齢者委員会委員長キャステン・フェルト氏

出所：デンマーク現地取材にて筆者撮影
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　これらの仕組み構築によって，デンマーク政府は，より良い福祉政策を実現する
ことに成功し，高齢者は一人の自立した「市民」としての社会的な役割を持つこと
で，生きる輝きを保ち続けていると言えるだろう★4．

6. 日本への示唆──デンマークから学ぶユーザー参加型社会

　本稿では，デンマークの高齢者政策の中心である「住まいとケア」の実態とそれ
らを支える住宅政策を概観し，デンマークの成功要因について考察してきた．
　デンマークにおける高齢化福祉では，高齢者をサービスの受け手ではなく，「生
きる主体」として扱い，高齢者自身の「自立」と「自己決定」を尊重しながら日常
生活を支援するという考え方が根付いている．その背景には，高齢者三原則という
明確な理念と，ユーザー中心の政策を実行するための政府のイニシアティブ，そし
て，高齢者自身が政策過程に積極的に参加する社会システムがある．
　しばしば，北欧諸国と日本を比較すると，民主主義の成熟度，国の規模，官僚機
構（ヒエラルキー）などに大きな格差があり，日本の参考にならないという批判もあ
る．しかしながら日本は，今，すでに到来した超高齢化社会に向き合い，医療と福
祉分野の既成概念に囚われない抜本的な制度改革や政策の転換が求められている．
そこには，新たな社会システムのグランドデザインが必要になるだろう．
　その際，参考になるのが本稿で紹介したデンマークの取り組みであろう．デン
マークの成功要因は，高齢者福祉の分野だけでなく，金融，税制，労働市場，電子
政府，医療，教育など様々な分野において共通するものがある．大きなビジョンを
掲げ，それを達成するために「合理性・透明性」の高い政策を構築し，失敗を認め
ながら「試行錯誤」のなかで進歩するスタイルは，北欧型の政策イノベーションと
して注目されている（翁ほか［2012］）．なかでも，政策策定にユーザーを積極的に参
加させる「利用者民主主義」はデンマークの特徴である．デンマーク政府は，ユー
ザーのボトムアップ型のコンセンサスを積極的に支援し，それを政策に反映させる
というサイクルを繰り返すことで，サービス品質と効率性の向上の双方を実現して
いる（猪狩［2009］）．これがデンマークのユーザー参加型社会を生み出す政策イニシ
アティブであり，各分野における共通の成功要因である．
　日本では，2012年4月から介護保険法の改定によって，ケア付き地域（居住）の
取り組みがスタートしたばかりである．それは，デンマークが長年の試行錯誤の結
果たどり着いた結論と同じ方向性であり，日本も，地域居住に向けて大きな一歩を
踏み出したと言える．これからの日本は，デンマークの失敗と成功に学びながら，
若者が高齢者を支える社会から，高齢者も含めた誰もが地域社会における役割を持
ちながら生きる社会への変革が求められている．そのためには，まず我々自身が
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 註

★1 ── たとえば，スウェーデンの調査機関World Value Surveyによる幸福度ランキング
（2008），英国レスター大学の世界幸福度調査（2006），OECDの「より良い暮らし指標―生
活の満足度」（2011）において，それぞれ世界第1位を獲得している．
★2 ── デンマークにおける高齢者住宅は，主に自立型（在宅ケア付き住宅）と介護型（24時
間介護付き住宅）の2種類があり，介護型は住宅と施設（プライエム）に分類される．
★3 ── イギリス調査機関による民主主義ランキングにおいて，デンマークは世界第3位
（Democracy Index 2011）を誇り，国政選挙の投票率はOECD諸国の平均を大幅に上回る
87%に達している（OECD［2012］．OECD平均73%，日本の2012年12月の衆議院選挙投
票率は59%）．

★4 ── 筆者らが2010年に実施したロスキレ市高齢者委員会への現地取材に基づく．
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「受け手」から「主体」へと意識改革する必要があるだろう．そして，地域の活力
を市民参加によって引きだすための政策イニシアティブが問われている．


